
Ⅰ．背　景
　わが国は，総人口が減少する一方で高齢者人口は増加
を続け，2016年の高齢化率は 27.3％であり（厚生労働省，
2017），2060年には 39.9％になることが推計されている
（内閣府，2016）．そのような状況のなか，2014年の入院
受療率においては，65歳以上の患者は全体の 68.8％，75
歳以上では 49.1％であり（厚生労働省，2015），入院患
者の約 7割は 65歳以上の高齢者であることが伺える．
　高齢者は加齢に伴い，筋力や聴力，視力，認知力等の

機能が低下するが（堀内・大渕・諏訪，2013），入院に
よってさらに筋力や認知機能等の低下を招く可能性があ
る（相川・泉・正源寺，2012）．さらに認知症や転倒歴
のある高齢者は，入院中に身体拘束を使用される率が高
いということが報告されている（大山・鈴木・小竹・佐
藤・野俣，2010）． 
　先行研究によると，一般病棟に入院した高齢者が，身
体拘束を用いられることにより，歩行機能の低下といっ
た身体的弊害や（湯野・泉・平松・井上，2009），自己
の存在価値だけでなく，生きる意味をも見失わせると
いった精神的弊害があることが報告されている（小楠，
2007，2010）．身体拘束は，指定介護老人福祉施設にお
いて「緊急やむを得ない場合」に該当する 3要件（切迫性・
非代替性・一時性）以外は原則使用が禁止されている
（厚生労働省，2001）．一方で精神科以外の一般病院での
身体拘束の規制は明記されておらず，一般病棟において
4人に 1人の高齢者が身体拘束をされていることが報告
されている（西嶋・千葉・佐々木・山本，2009）．また，
看護師の日勤勤務者数が少ない病棟で，身体拘束実施率
が高いことが報告されている（西嶋ら，2009）．
　先行研究では，認知症などにより治療に対して協力
が得られない患者，転倒の危険性がある患者（関根，
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要旨　一般病棟で働く看護師の背景（教育歴，経験年数，高齢者に対する偏見（エイジズム））と，身
体拘束に対する認識の関係を明らかにすることを目的とした．A県下の病院で働き，直接高齢患者の看
護ケアを行っている看護師に，無記名自記式質問紙調査法を実施した．405部のアンケートが回収され，
そのうち 402部を分析対象とした（有効回答率 80.4%）．対象者の平均年齢は 33.2±9.1歳で，看護師の
平均経験年数は 10.5±8.2年であった．身体拘束に対する認識に関係する要因について，重回帰分析し
た結果，卒後に認知症看護に関する研修参加の有無（β=0.19，p＜ 0.01），エイジズム（β=0.18，p＜
0.01），看護師の経験年数（β=－ 0.14，p＜ 0.01）が関係していた（自由度調整済み R2=.1）．身体拘束
に対する認識には，看護師の経験から得た知識や卒後教育から得た知識が，身体拘束を必要とする認識
を低くするということが判明した．また，エイジズムが身体拘束を必要とする認識を高くするというこ
とが判明した．エイジズムを低下させるためには，高齢者と接することや，高齢者や認知症患者への看
護に関する基礎教育が必要であるということが示唆された．
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2000），点滴やチューブ類の自己抜去の可能性がある患
者（藤嶋・福田，2002）に身体拘束を使用される傾向が
あることが明らかになった．看護師はそのような高齢患
者に対してジレンマを感じながらも，安全確保や治療優
先といった理由により身体拘束を使用していることが報
告されている（丸井ら，2007）．さらに経験年数 3年未
満の看護師は，事故を起こすことへの不安や仕事の負担
軽減を理由に身体拘束を使用する傾向にあるということ
も報告されている（山川ら，2007）．
　しかしながら身体拘束廃止に向けた取り組みがなされ
ている病院もあり，病院全体で身体拘束廃止に取り組む
ことにより，身体拘束の実施率が減少するということが
明らかになっている（星野・中尾，2004）．また，身体
拘束に関する研修などの教育を受けることで，看護師の
身体拘束に対する認識が変化したという結果も報告され
ていた（大森・中野・吉澤，2007）．
　これらの先行研究では，身体拘束に関する実態調査
や，看護師・患者の身体拘束に対する認識や思いに関す
る質的研究やアンケート調査がほとんどで，看護師の身
体拘束に対する認識についてスケールを用いた研究は見
当たらなかった．そこで今回，日本語版身体抑制認識尺
度（Akamine・Yokota・Kuniyoshi，2003）を用いて，看
護師の背景（教育歴，経験年数，高齢者に対する偏見）と，
看護師の身体拘束を必要とする認識との関係について明
らかにすることを目的に研究を行った．

Ⅱ．研究目的
　本研究の目的は，一般病棟で働く看護師の背景（教育
歴，経験年数，高齢者に対する偏見）と，身体拘束に対
する認識との関係を明らかにすることである．
1．本研究の仮説
1） 看護系学校卒業後に認知症患者への看護や身体拘束
に関する研修に参加したことがある看護師は，身体
拘束を必要とする認識が低い．

2） 経験年数の長い看護師は，身体拘束を必要とする認
識が低い．

3） 高齢者に対する偏見（エイジズム）が低い看護師は，
身体拘束を必要とする認識は低い．

Ⅲ．用語の定義
1．身体拘束
　本研究でいう身体拘束とは，「簡単に身体を動かせず，
動きの自由を奪うあらゆる器具や物体を，患者の身体に
装着あるいは隣接させることによって患者の行動を制限

すること」とする（看護研究百科，2009；身体拘束ゼロ
への手引き，2001）．
2．エイジズム
　本研究でいうエイジズムとは，「高齢者に対する根深
い偏見であり，また老人であるという理由で人々に対し
てなされる，体系的なステレオタイプ化および差別」の
こととする（杉井・橋本・林，2007）．
3．一般病棟
　身体拘束の使用に関して介護型の療養病棟は，介護保
険法により規定があり，また精神科では，精神保健及び
精神障害者福祉に関する法律により規定がある．そこで，
本研究でいう一般病棟とは「介護型療養病棟と精神科病
棟以外の病棟」とする．

Ⅳ．研究方法
1．研究対象
　A県下の 65歳以上の高齢患者が入院する介護型療養
病棟や精神科病棟以外の一般病棟に勤務し，直接患者の
看護ケアを行っている看護師で，本研究の趣旨に賛同・
協力が得られた看護師 402名を対象とした．
2．調査方法
　A県下の 65歳以上の高齢患者が入院する一般病院に
ついて，「一般社団法人 A県病院協会」のサイトを用い
て検索した．検索した病院のうち，精神科単科や小児科
単科の病院を除外し，100床以上の一般病床のある総合
病院を対象として，27病院を選出した．そのなかから，
研究者が勤務する B市周辺の 5病院の看護部長（局長）
に面会もしくは電話にて研究目的や意義・研究方法を説
明し，研究協力を依頼した．協力が得られた際には，看
護部長（局長）に質問紙の内容を確認してもらい，対象
となる看護師の人数分の質問紙を手渡し，配布を依頼し
た．研究対象者には書面にて研究目的や意義・研究方法
を説明し，回答を記入した質問紙を封筒に入れたうえで，
期限内に一定の場所に提出もしくは郵送にて返送するよ
う依頼した．
　回収方法は，看護部長（局長）と相談のうえ，3病院
は各病棟の一定の場所に提出する方法で，2病院は郵送
にて返送する方法となった．一定の場所に提出すること
とした病院への回収は，研究者が直接各病院に回収にま
わった．
3．データ収集期間：2014年 7月から 8月．
4．研究デザイン：無記名自記式質問紙調査法．
5．データ収集項目
1）基本属性
　①年齢，②性別，③看護の基礎教育の年数，④看護
系の学校で受けた老年看護学の講義の有無，⑤看護師
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としての経験年数，⑥看護系学校卒業後の認知症患者
への看護に関する研修等の参加の有無，⑦看護系学校
卒業後の身体拘束に関する研修等の参加の有無．

2） エイジズム（日本語版 Fraboniエイジズム尺度短縮版）
　エイジズムは「高齢であることを理由とする，人々
に対する系統的なステレオタイプ化と差別のプロセ
ス」という概念を基に，Fraboniが Fraboniエイジズム
尺度（Fraboni Scale of Ageism；FSA）を開発した（原田・
杉澤・柴田，2008）．本研究では，Fraboniらが開発し
たエイジズム尺度をもとに，原田ら（2008）が日本の
社会・文化的文脈に適合している 14項目を抜粋して
開発した，日本語版 Fraboniエイジズム尺度短縮版（以
下 FSAと略す）を用いる．
　FSAは 14項目で構成されており，「そう思う」（5点）
から「そう思わない」（1点）の 5件法で回答を得る．
尺度合計は 14～ 70点で，点数が高いほどエイジズム
が高いことを示す．FSAの信頼性は， Chronbachの α
係数 0.85である（原田ら，2008）．

3） 看護師の身体拘束に対する認識（日本語版身体拘束
認識尺度）
　身体拘束使用認識尺度（The Perceptions of Restraint 
Use Questionnaire: PRUQ）は，Strumpfと Evans（1994）
によって開発された尺度であり，本研究ではその身体
拘束使用認識尺度を基に，赤嶺らが日本語版に開発し
た日本語版身体拘束認識尺度（以下 J-PRUQと略す）
を用いる（Akamine et al.，2003）．
　J-PRUQは，合計 17項目で構成されている．それ
ぞれの 17項目について，「全く必要でない」（1点）
から「最も必要」（5点）の 5件法で回答を得る．尺
度合計は 17～ 85点で，点数が高いほど身体拘束を必
要と認識していることを示す．J-PRUQの信頼性は，
17項目全体のChronbachのα係数0.91である（Akamine 
et al.，2003）．

6．データの分析方法
　分析には SPSS for Windows Ver.20を用いた．独立変数
と従属変数との関係は，スピアマンの順位相関係数と重
回帰分析を用いて分析し，有意水準を 5％とした．さら
に，性別や二択で回答するもの以外の独立変数は 2群に
分類し，t検定とマン―ホイットニーの U検定を行った．
7．倫理的配慮
　研究対象者に対して，研究の意義，目的，方法，研究
への参加は任意であること等について文書により説明を
行った．質問紙には無記名で回答してもらい，研究への
参加は質問紙を提出することにより，研究への同意が得
られたこととした．本研究は，滋賀県立大学の研究に関
する倫理委員会にて承認を得たうえで実施した（第 383
号）．

Ⅴ．研究結果
　研究の同意が得られた A県下の 5施設に質問紙を
500部配布し，そのうち回収されたのは 405部（回収率
81％）であった．使用した 2つの尺度（FSA，J-PRUQ）
のいずれか 1つの全質問項目に対して記載がない 3部
の回答を除外し，402部を分析対象とした（有効回答率
80.4％）．
1．対象者の属性（表 1）
　対象者の平均年齢は 33.2（SD=9.1）歳で，377名（93.8％）
が女性であった．看護に関する基礎教育年数は 85名
（21.1％）が大学で看護教育を受けており，357名（88.8％）
が基礎教育において老年看護学の授業を受けていた．看
護師としての経験年数は平均 10.5（SD=8.2）年であり，
卒業後に 84名（20.9％）が身体拘束に関する研修を，
212名（52.7％）が認知症患者に関する研修を受けていた．

2． �エイジズム（日本語版 Fraboni エイジズム尺度短
縮版：FSA）

　FSAは合計点数が高いほどエイジズムが高いことを
示し，70点が最高点である．本研究の対象者の尺度合
計の平均値は，25.8（SD＝ 7.4）点であった．14項目全
体の Chronbachのα係数は，0.87であった．
3．  看護師の身体拘束に対する認識（日本語版身体拘束

認識尺度：J-PRUQ）（表 2 参照）
　J-PRUQは，合計点数が高いほど身体拘束に対する認
識が高いことを示し，85点が最高得点である．J-PRUQ
の尺度合計の平均値は，52.5（SD=10.2）点であった．
各項目の中で平均値が一番高かった項目は，「6．医療処
置妨害」の「a．カテーテルを抜く」4.1（SD=0.9）点，「d．
縫合を外す」4.1（SD=1.0）点であった．次いで平均値
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表1　基本属性
33.3 ± 9.1 （歳）
10.5 ± 8.2 （年）

性別 男性 25名 （%）
女性 377名 （%）
無回答 1名 （%）

基礎教育の教育年数 2年 15名 （%）
3年 257名 （%）
4年 85名 （%）
5年以上 33名 （%）
無回答 12名 （%）

老年看護学の授業の有無 有り 357名 （%）
無し 40名 （%）
無回答 5名 （%）

卒業後　身体拘束に関する 有り 84名 （%）
研修会参加の有無 無し 315名 （%）

無回答 3名 （%）
卒業後　認知症患者への看護に 有り 212名 （%）

関する研修会参加の有無　 無し 187名 （%）
無回答 3名 （%）

3.7
63.9
21.1
8.2
3.0

78.4

46.5

88.8
10.0
1.2

52.7

0.7

N =402

6.0

0.2
93.8

看護師としての経験年数

年齢

20.9

0.7

表 1　基本属性
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が高かった項目は「b．栄養チューブを抜く」4.0（SD=0.9）
点，「c．点滴チューブを抜く」3.8（SD=0.9）点，であっ
た．その一方で，平均値が低かった項目は，「9．スタッ
フ不足のため」1.8（SD=0.8）点，「7．動きすぎる高齢
者を落ち着かせ休養を与えるため」2.1（SD=0.9）点，「3．
他人の物を取るのを防ぐため」2.3（SD=0.9）点であった．
本研究の J-PRUQの 17項目全体の Chronbachのα係数
は，0.90であった．

4．基本属性の質問項目間の関係
1）基本属性間の相関関係
　それぞれの基本属性間の質問項目について，スピア
マンの順位相関係数を用いて調べた．その結果，エイ
ジズムの尺度合計との相関関係で，看護師としての経
験年数（r=0.12，p＜ 0.05），基礎教育での老年看護学
の講義の有無（r=0.14，p＜ 0.01）との間に有意差が
認められた．
　また，それぞれの基本属性と J-PRUQの尺度合計と
の相関関係についても，スピアマンの順位相関係数を
用いて調べた．その結果，看護師の身体拘束に対する
認識と，看護師としての経験年数（r=―0.17，p＜ 0.01），

エイジズム（r=0.21，p＜ 0.01）に有意差が認められた．
2）基本属性別にみた身体拘束に対する認識の差
　正規分布が認められなかった対象者の年齢，基礎教
育の教育年数について 2群に分類したものと，看護系
の学校で受けた老年看護学の講義や卒業後の身体拘
束・認知症に関する研修参加の有無を問うた質問項目
を独立変数とし，J-PRUQの尺度合計を従属変数とし
て，マン・ホイットニーの U検定を行った．
　年齢はサンプル数が同程度になるよう，29歳以下
の群と 30歳以上の群の 2群に分類した．その結果，
29歳以下の群（54.5±10.2点）と，30歳以上の群（51.0
±10.0点）に有意差が認められた（p＜ 0.01）．また，
看護系学校卒業後に認知症患者への看護に関する研修
参加の有無について，参加経験のある群（50.3±9.6点）
と，参加経験のない群（55. 0±10.3点）に有意差が認
められ（p＜ 0.01），身体拘束に関する研修参加の有
無についても，参加経験のある群（50.6±10.6点）と，
参加経験のない群（53.1±10.0点）に，有意差が認め
られた（p＜ 0.05）．

3）身体拘束の認識に関係のある因子（表 3）
　基本属性を独立変数とし，J-PRUQの尺度合計を従
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= 402
平均値 (M )±標準偏差(SD )

a.ベッドからの転落 3.7±1.0
b.椅子からの転落 3.4±0.9
c.不安定な歩行による転落 3.1±1.1

2 徘徊防止のために抑制する 2.6±1.0
3 他人の物をとるのを防ぐために抑制する 2.3±0.9
4 危険な場所や物に近づくのを防ぐために抑制する 2.9±1.0
5 混乱して周りの人に迷惑をかけるのを防ぐために抑制する 2.7±1.0

a.カテーテルをぬく 4.1±0.9
b.栄養チューブをぬく 4.0±0.9
c.点滴チューブをぬく 3.8±0.9
d.縫合をはずす 4.1±1.0
e.傷口のガーゼをとりはずす 3.5±1.0

7 動きすぎる高齢者を落ち着かせ休養を与えるために抑制する 2.1±0.9
8 判断力にかける高齢者の安全を確保するために抑制する 2.8±1.0
9 スタッフ不足のために抑制する 1.8±0.8
10 看護スタッフや他の患者への身体的危害を防ぐために抑制する 2.9±0.9
11 興奮状態の高齢者を管理するために抑制する 2.7±1.0

52.5±10.2尺度合計

表2　　日本語版身体拘束認識尺度の項目毎の平均点
項目

転倒・転落予防

医療処置妨害

1

6

表 2　日本語版身体拘束認識尺度の項目毎の平均点

3 
 

 

表3 　身体拘束の認識に関係のある因子（Stepwise法）　　　N＝402
項　　　目 標準回帰係数（β） p値

卒業後認知症患者の看護に関する研修参加の有無 0.193 0.000
エイジズム 0.178 0.001
看護師としての経験年数 -0.142 0.002
決定係数　調整済みのR2 0.1
F値 13.717 0.000

表 3　身体拘束の認識に関係のある因子（Stepwise 法）
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属変数とした重回帰分析（Stepwise法）の結果，身
体拘束に対する認識に関係する要因は，「看護系学校
卒業後に認知症患者への看護に関する研修等への参
加の有無」（β =0.19，p＜ 0.01），「エイジズム」（β
=0.18，p＜ 0.01），「看護師としての経験年数」（β =
―0.14，p＜ 0.01）が関係していた．これらの 3変数が，
身体拘束の認識に関して 10％説明していた（調整済
み R2=.1）．

Ⅵ．考　察
1．看護師の身体拘束に対する認識
　看護師がどのような場面で身体拘束を必要と認識して
いるかについて調べた結果，カテーテルや点滴チューブ，
栄養チューブを患者が自己抜去してしまう，もしくは縫
合を外すといった医療処置に対する妨害に対して身体拘
束を必要とする認識が高かった．また，ベッドや椅子か
らの転落，不安定な歩行に伴う転倒の危険性がある患者
に対しても，身体拘束を必要とする認識が高かった．そ
の一方で，スタッフ不足や，動きすぎる高齢者を落ち着
かせ休養を与えるため，他人の物を取るのを防ぐためと
いった理由での身体拘束を必要とする認識は低かった．
　先行研究では，身体拘束をされる患者の要因として，
認知症の有無にかかわらず，患者に転倒歴がある場合
や，脳血管疾患に伴う麻痺等で転倒・転落の危険性があ
る場合（大山ら，2010），挿管チューブや点滴等，生命
維持に必要な管が挿入され，無意識にチューブ類を自己
抜去される危険性がある場合（鈴木ら，2006；丸井ら，
2007；小野・梅津・橋本 2009；大山ら，2010）が挙げ
られていた．本研究でもカテーテルの自己抜去や，縫合
を外す，栄養チューブ等の自己抜去といった可能性があ
る患者に対して，身体拘束が必要と認識されていた．そ
の一方で，先行研究では人手不足（丸井ら，2007）や，
仕事の負担を減らす（山川ら，2007）といった理由で身
体拘束をしている場合が報告されていたが，本研究では
スタッフ不足のために身体拘束を必要とする認識は低
かった．先行研究と同様に，本研究でも「医療処置妨害」
の予防といった治療を優先させるためや，「転倒・転落
患者予防」といった患者の安全を守るために身体拘束を
必要と認識されていた．その一方で，先行研究とは相反
して「スタッフ不足」のための身体拘束は必要と認識さ
れていなかった．
2．身体拘束に対する認識と看護師の背景
1）身体拘束の認識に関係する看護師としての経験
　本研究の結果より，「看護師としての経験年数」が
長いほど，身体拘束を必要とする認識が低くなること
がわかった．山川ら（2007）は，看護師としての経験

年数が短い看護師は，ケアに対する自信のなさや事故
が起こることへの恐れから身体拘束を使用すると述べ
ている．その一方で，経験年数の長い看護師は，看護
師としての経験をとおしてさまざまな患者と向き合い
ながら，身体拘束を使用せずにケアを行っていること
が考えられる．看護師は，身体拘束を使用すること
により，患者の状態が「余計悪くなる」，患者の「目
つきが悪くなる」などの身体的・精神的弊害を経験し
ている（島田・上田・大谷・田所，2011）．また，湯
野ら（2009）は，患者への身体拘束による強制的な安
静により，短期間での歩行能力低下という身体的弊害
を示唆していた．そのため看護師は，身体拘束をで
きるだけ使用せずに対処したいと感じている（関根，
2000；山本，2004）．経験が長い看護師は，そのよう
な過去の経験の積み重ねによって，身体拘束を必要と
する認識を低くするのではないかと考える．
2）身体拘束の認識に関係する看護師の教育背景
　重回帰分析（Stepwise法）を用いて，看護教育と身
体拘束に対する認識について調べた結果，「看護系学
校卒業後に認知症患者の看護に関する研修等への参
加」の経験が，身体拘束の認識を低くしているという
ことがわかった．しかし，「看護の基礎教育の年数」
や「基礎教育での老年看護学の講義の有無」について
は，相関関係は認められなかった．これらの結果から，
看護系学校で受けた教育というよりは，卒業後に認知
症患者への看護や身体拘束に関する研修等への参加で
得た知識が，身体拘束を必要とする認識を低くするこ
とがわかった．
　倉田・牧野・村上（2014）は，認知症患者への看護
を学ぶことにより，認知症に伴った患者の不穏や脱衣，
徘徊等の行動の裏に，何を抱え，訴えようとしている
のか，どのような不安があるのかを考えることにつな
がると述べている．このことから，認知症患者への看
護に関する研修等へ参加することは，看護師の認知症
に対する理解を深めることにつながり，身体拘束を必
要とする認識を低くするのではないかと考える．また
大森ら（2007）は，身体拘束に関する研修等に参加す
ることにより，身体拘束に伴う弊害を理解するため，
身体拘束を必要とする認識が低くなると述べている．
今回の調査でも，「看護系学校卒業後に身体拘束に関
する研修等への参加」の経験がある群とない群では，
身体拘束認識尺度の尺度合計に有意差が出ており，身
体拘束について教育を受けることが，身体拘束を必要
とする認識を低くすることが明らかとなった．
　本研究において，約 7割の対象者が大学ではない教
育機関で学び，約 9割の対象者が基礎教育で老年看護
に関する講義を受けていたものの，身体拘束に対する
認識と基礎教育での老年看護学講義の有無に関しては
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関係がなかった．糸峰（2013）は，新卒看護師は看護
師として必要な基礎知識はもっているが，その知識を
看護ケアやその判断といった実践に適応させていくと
いうことを，学生時代に認識できていないことを示唆
している．身体拘束の使用を判断する場面では，基礎
知識だけでなく，その状況や患者の状態を考慮する等
の判断力や経験が必要となる．今回の調査で，基礎教
育と身体拘束に対する認識に有意差が認められなかっ
たのは，身体拘束に対する認識には，基礎教育で培わ
れる知識に加え，経験から培われた知識や判断力を伴
うためではないかと考える．

3）身体拘束の認識に関係する看護師のエイジズム
　今回の研究結果で，エイジズムが身体拘束を必要と
する認識を高くするこということがわかった．そして
エイジズムには，基礎教育での老年看護学の講義の有
無が関与していた．
　畑野・簑原（2014）は，個々の看護学生が，高齢者
へのインタビューをすることによって，エイジズムが
低下したと述べている．また岩井（2010）も，看護学
生が高齢者に対しての理解が深まるような講義内容に
し，グループワークでの意見交換を取り入れることに
よって，エイジズムが低下したと述べている．これら
のことから，エイジズムには，基礎教育での老年看護
学の教育が関与しているのではないかと考える．今回
の調査では，看護系学校卒業後に認知症患者への看護
に関する研修等へ参加することによって，身体拘束を
必要とする認識を低くすることが明らかとなった．ま
た，エイジズムが高いことによって，身体拘束を必要
とする認識が高くなることも明らかとなった．畑野
ら（2014）や岩井（2010）の研究と本研究の結果から，
高齢者と接することや，高齢者や認知症患者への看護
に関する教育を受けることによってエイジズムが低く
なり，エイジズムの低下に伴って身体拘束を必要とす
る認識も低くなるのではないかと考える．

Ⅶ．研究の限界と今後への課題
　本研究では，「認知症患者への看護に関する研修等へ
の参加の有無」，「エイジズム」，「看護師としての経験年
数」の 3変数と身体拘束に対する認識との関係に有意差
は認められたものの，それらの相関係数が低い結果で
あった．それが今回の研究の限界の 1つと考える．しか
しながら，それらの要因は少なからず身体拘束の認識と
関係があることはわかった．今後の課題としては，大学
における基礎教育において看護学生のエイジズムや高齢
患者への身体拘束を必要とする認識が低くなるよう，高
齢者や認知症患者に対する看護に関しての教育内容をさ

らに検討していく必要があると考える．
　また，A県下にある 5施設の一般病棟に勤務する看護
師のみを対象としているため，研究結果の一般化には難
しいことである．今後は高齢者への身体拘束に対する認
識について，研究結果の一般化ができるよう，対象施設
を拡大し調査をしていく必要があると考える．

Ⅷ． 結　論
　一般病棟で働く看護師の身体拘束に対する認識には，
以下の 3つのことが示唆された．
1） 看護系学校卒業後に認知症患者への看護や，身体拘
束に関する研修・講習会に参加した看護師は，その
知識が深まり，高齢患者への身体拘束を必要とする
認識が低くなる．

2） 経験年数が長い看護師は，経験から得た知識が深ま
り，高齢患者への身体拘束を必要とする認識が低く
なる．

3） 高齢者に対する偏見（エイジズム）は，基礎教育・
卒後教育を受け，看護師としての経験を積み重ねる
ことで低くなり，高齢患者への身体拘束を必要とす
る認識が低くなる．
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